
1 はじめに

わが国の農業において農業法人の位置付け

が今後も上昇してくるとみられる中で、農協

にとって農業法人との関係をどう維持、発展

させていくかは重要なテーマである。

本稿では、2つの稲作専業型の法人の事例

について、法人経営の発展過程で法人と農協

の関係がどのように変化するのかを中心に考

えてみたい。

本稿で取り上げた2法人は、いずれも水稲

を中心に転作作物である大豆、麦類等を生産

しており、その経営概要は第１表のとおりで

ある。

A法人は経営面積約60ha、売上高は約1億

円、いわば中規模の法人といえよう。他方、

B法人はわが国の農業生産法人の草分け的存

在であり、経営面積で282ha、売上げは4.3

億円を有する大規模法人である。

２　A法人の事例

（１）A法人の概要

A法人は、山間地の水田地域に位置する。

A法人のある集落では、平成4年から圃場

整備事業が始まったが、これを契機に地域の

若手後継者グループを中心に将来の集落と農

業の発展を目指して、集落営農組織（任意組

織）が平成9年に設立された。

組織としては、営農組合と機械利用組合の

二階建ての構成で、前者が農地を集約する地

域営農集団、後者が集落営農の実行部隊とし

ての役割を担った。

現在A法人の代表取締役を務めるK氏は、

集落営農立上げのリーダーでもあったが、集

落営農はたんなる機械の共同利用ではだめで、

集落「営農」として経営をする必要性を当時

から強く認識していた。

実際、任意組織では農地集積が思うように

進まず、また販売、資材購入などの交渉でも

法人格を持つ方が有利であったことから、平

成11年に機械利用組合を有限会社化し、ま

た特定農業法人の資格を取得した。
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第１表　各法人の経営概要 

設立 
経営面積 
売上げ高 
 
従業員（周年） 

Ａ法人 

平成 9年営農組合・機械利用組合、平成11年有限会社設立 
61ha（水稲30ha、大豆21ha、ソバ4.5ha、麦 2 ha等） 
10,409万円 
（うち約1,800万円は転作奨励金、中山間地直接払い等） 
5名 

設立 
経営面積 
売上げ高 
 
従業員（周年） 

Ｂ法人 

昭和42年任意組合、昭和47農事組合法人設立 
282ha（水稲198ha、大麦58ha、大豆53ha等） 
42,970万円 
（うち約4,000万円が転作奨励金等） 
24名 

資料　ヒアリング等から著者作成 

農業法人と農協の関係変化

―稲作専業型法人の2つの事例から考える―
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（２）農協との関係希薄化

A法人の前身にあたる機械利用組合が設立

された際、「60歳定年」、「各戸手持ちの機械

一括処分」を参加条件の柱に定め、新たな圃

場条件、作業体系にマッチした大型の農機具

一式を農協と2つの業者の入札にかけた。

しかし、農協は圃場整備等の情報を一番持

っていたはずだか、セールスや提案も積極的

でなく、価格面でも折り合わなかったため系

統外の機械を購入したことで農協との関係は

遠くなった。また、A法人は農業資材も独自

ルートでの購入を進めた。

さらに、米は価格面で有利だった商系に全

量出荷し、農協へは乾燥・調整だけを委託す

る関係が、平成11年産まで続いた。

（３）米価下落から農協との関係修復

ところが平成12年に入ると、A法人は米

の出荷を全量農協に切り替え、以後両者の関

係は修復されることになった。

出荷先が農協に戻ったのは、A法人が商系

に出していた特別栽培米（特栽米）の売行き

が落ち、米価下落が進んだことが主因であっ

た。そこでA法人は、平成11年産以降では

「稲作経営安定対策」（稲経）などの奨励金、

清算金を含めると系統出荷の方が有利な販売

になると判断するようになった。

実際の取引例を、昨年についてみてみよう。

A法人は17,150円/俵（仮払い）で全量農

協に出荷した後、直接販売に必要な数量を農

協から18,150円で買戻す。この取引の差額は

1千円だが、これに追加払い700円前後を考

慮すると、実質の負担は200～300円程度で

ある。

この中に農協の検査・保管料、また金利や

様々なリスク負担が含まれると考えると、A

法人にとり農協出荷は十分メリットがある取

引となる。また、出荷と同時に仮払いが現金

化されるのも利点である。

A法人の販売形態は、現在買戻し分が6割、

農協経由分が4割の比率である（第1図）。農

協経由分は従来取引していた商系向けが中心

で、商系とA法人があらかじめ数量を決め

農協経由で出荷されている。

一方で、A法人との関係修復は、農協にと

ってどのようなメリットがあったのだろうか。

A法人を管内に持つA農協は、米の集荷率

が5割程度と低く、また一等米比率も低い状

況にある。これに対して、A法人の米は全て

特栽米であり、かつ山間地のため良質である

ため、農協はこの取引スキームによりA法

人から新たな取引先を獲得するだけでなく、

「売れる米」をロットで確保することで、米

の価格形成力を総体的に引き上げる効果が期

待できたと考えられる。

（４）アグリサービス会社設立の検討

A法人の資材調達は競争入札が中心である

が、品質や納期スピードも重視される。例え

ば、A法人は高度化成肥料（成分合計30％

以上）を必要としており、A農協がそうした

品質ニーズに対応することで取引は可能とな

っている。ただし農機については、A農協は

価格（他社は3割程度安い）や対応スピード

第1図　Ａ法人の米出荷 

Ａ法人 

全量出荷（買取） 

資料　著者作成 

Ａ農協 

60％（買戻し） 

・Ａ法人の顧客 

40％ 

・従来全量出荷していた米卸 
・系統取引先 
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等で、商系に相当劣後しており競争上困難な

ポジションにある。

また、A法人は米を全量農協出荷する一方

で、地域の農家、法人の特栽米の申請手続き

を代行し、資材（系統外）を供給するサービ

ス事業を行っている。対象となる面積は現在

約100haにまで広がっており、A法人として

はこの機能を別会社として立ち上げることを

検討している。

３　B法人の事例

（１）B法人の概況

農事組合法人B法人は、日本屈指の大規模

農業法人として有名である。

B法人の前身は、昭和42年に2戸の農家が

設立した任意組織であり、5年後の47年に法

人化された。当時、既に高齢化が進み離農者

も増大していたため、稲作の受託組織を求め

る地域の要請に応じた法人化であった。

その後、B法人は借地による規模拡大を進

め（行政単位を超える部分は分社化）、現在、

経営面積は280ha、うち約200haで約1千ト

ンの水稲を生産している。

（２）農協との関係変化

B法人が設立された昭和40年代においては、

法人による大規模な借地農業は、まだまだ

「異端者」とみる感があり、農協との関係も

「損得ではない」感情レベルのもつれが生じ

たという。

しかし、昭和50年代にB法人の経営規模

が拡大するにつれ地域での信任が高まり、ま

た経営規模が50haを超える頃から、全ての

取引でスケールメリットが生まれ、農協とも

経営レベルで付き合うようになったという。

しかし、B法人と農協との関係は単線的に

改善された訳ではなく、昭和50年代末から

再び悪化した。昭和61年にB法人が特栽米

を申請し、一定量を自ら販売しようとする動

きに対して、農協との間で対立が生じたこと

が原因であった。B法人は付加価値の高い特

栽米を、自ら相手を把握、販売し、交流を持

ちたいとの意向があった。

最終的には、B法人の特栽米は農協に全量

出荷するが、売り先（商系）と価格はB法人

が独自に決めるという条件で農協に納得して

もらった。それ以後、B法人の米は、農協に

おいて区別して管理・出荷され、また米代金

は県内産コシヒカリ相当額を農協から受け取

り、付加価値評価分としてプレミアムを直接

業者から受け取る方式となっている。

農協が米取引においてこうした「譲歩」を

示してくれたことで、B法人は農協とは「握

手するところはする」という考えが深まった

という。

（３）B法人の販売戦略

平成7年以降、旧食糧法の下で米流通の自

由化が進む中で、B法人の販売先は次第に直

販比率が上昇し、最近では直販7割、農協経

由3割程度になっている。

こうした変化は、B法人が農協出荷から直

販へとシフトさせたというよりは（そうした

点も部分的にあるが）、基本的には取引先の

要望に応じた結果であったという。

顧客である流通業者は、やはり直接取引に

よる流通マージンの節約志向が強いこと、ま

たB法人にとっても、系統の米流通コストは

その中のリスク管理、代金回収等のメリット

を勘案しても依然割高であり、流通マージン

を内部化したい意図がはたらいていると考え

られる。

他方、農協経由の取引を維持している業者

は、米の取扱量確保から系統経由での取引を



選好しているとみられる。B法人側でも、全

量直販ならば保管、代金回収の負担という問

題もあり、全体の3分の１程度系統出荷する

のは、リスク分散の観点から望ましいバラン

スとみている。

このようなB法人の販売方法をA法人と比

較してみると、両者とも実質的に自ら販路を

確保している点で共通だが、価格形成力にお

いては格差があるといえよう。A法人では稲

経等込みなら有利だとして全量系統出荷を行

っているが、独自の価格形成力を持つB法人

では系統出荷は販売チャネルのひとつという

位置付けである。

法人としての歴史と生産規模で先行してい

るB法人では、取引先とより安定的な関係を

構築しているといえよう。

「米メーカー」を自認するB法人は、春先

に全量自らの売り先を決めたうえで、生産計

画を組み立てることが経営の柱になっている。

また、生産される米は特栽米（6割強を占め

最高で1俵2.1万円程度（玄米）の他、外食

用向け等数種類ある。

B法人の米は、取引先においては食味とと

もに「均一な品質とロット」が評価されてお

り、またそれを支える技術的な裏づけを有し

ている。B法人が取引先を選択する際も、

「価格」よりも「長期取引」に高い優先度を

置いており、取引継続により「価格は後から

付いてくる」とのスタンスである。

（４）農協との付き合いは自然体へ

B法人にとって、ここ10年位の農協との関

係は「取引相手のひとつ」として自然体での

付き合いとなっている。

生産資材については、取引に際しては商系

と農協から見積もりを取り競争させるが、取

引は毎年やるから「今年負けたら来年努力し

て欲しい」という対応をしている。結果、農

協との取引比率は年々変動するが、大幅に動

くというわけではないという。

大まかな割合は、肥料では6：4で農協の

方が多いが、農薬ではこの比率が4：6に逆

転する。農協は農薬では価格競争力はないが、

肥料は農協の方がスケールメリットを発揮で

きるとみている。また、品質については肥料、

農薬とも農協、商系の差はないとしている。

農機については、かつては農協の方が価格

は割高だったが今は商系と変わらないか、む

しろ農協の方が安価なものがあるという。

４　まとめ～農業法人と農協の関係変化

一般に、農業法人は経営発展の段階が進む

につれ経営上求められる課題が多様化、高度

化し、それらの処理を外部組織も活用しなが

ら解決していく必要性が生まれる。こうした

法人の経営課題に対して、農協が全て対応す

ることは現実的に不可能だといえよう。その

意味では、法人の成長とともに農協との関係

は「相対化」が進むことは避けられないとい

える。

しかし、本稿での2事例にみるように、現

実的に法人、農協相互にメリットを分け合う

取引関係へと発展してくことは可能ではない

かと思われる。

2つの事例は、法人化の初期局面で両者の

関係は対立が目立つものの、農協が適切な対

応をするならば、その後再び安定的な関係に

戻る可能性を示唆しているようにみえる（第

2図）。

特に、水稲のような土地利用型農業の場合、

法人の経営規模が大型化するにつれて、法人

にとって地域農業におけるさまざまな調整、

責任を農協と分担しあう必要性、メリットが

認識され、農協との安定的関係を持つ動機付
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けが強まると考えられる。

こうした協力関係に到るには、農協は農業

法人を「大口顧客」としてとらえ長期的な視

点で付き合うことが必要であり、法人経営者

との直接的な意思疎通と個人的な信頼関係を

築き、絶えず彼らのニーズを把握する姿勢が

不可欠であると考えられる。

こうした観点を踏まえ、2事例について幾

つかのポイントを以下で整理しておきたい。

（１）地域差

本稿の２つの法人は、法人としての歴史と

規模で相当大きな開きがある。A法人は設立

後10年に満たないのに対し、B法人は約40

年経過しており、また規模的にもA法人の

約4倍に達する。

こうした法人の経営発展段階の違いに加え

て、両地域では法人経営の浸透度について大

きな地域差が存在しており、農協と法人との

関係性もこうした条件に規定され、さまざま

な形態を取りえると考えられる。

事例についてみると、B法人のある地域は

基本的に平場であり、昭和40年代以降、区

画整備、農業構造改善事業が進展し、その中

で農業法人が育つ環境が整備され、すでにB

農協管内農地面積の３分の１が法人経営であ

り、しかもそのほとんどが50ha以上の規模

を持っている。また、農家が農地の委託先と

してごく自然に法人を選ぶ環境がある。

これに対してA法人の地域は山間地であ

り、法人の浸透は歴史的、規模的にも十分な

広がりを見せていない。また、この地域の法

人は集落営農から発展してきたものが多く、

会社型が中心のB法人の地域と異なる。

当然のことながら、こうした地域差が農協

と法人との関係に大きく投影されているとい

えよう。

例えば、A農協では「法人はライバル、法

人は一人歩きをしたがる」という見方をして

いるのに対して、B農協は「法人の農協離れ

という感覚はない」、「法人と農協の関係はビ

ジネス関係であり感情的な対立は全く無い」

という認識との間には大きな距離がある。

B農協がある地域では、法人経営の浸透の

歴史が、漸次的に法人とのビジネス関係を定

着、進化させ、ひいては地域農業の維持に寄

与する形で展開したとみられる。

端的な例としては、B農協では農機販売で

競争力を持っており、また大口奨励等により

「最近は農協資材が高いという声はなくなっ

た」という。また、B農協の管内の米の集荷

率は90％以上と依然として圧倒的な高さを

保持している。

（２）販路

農業法人は差別化された農産物を生産し、

自ら販売しようとする傾向が強く、農協の経

済事業方式の原則である①全量取引、②共同

計算、③委託販売とは本質的に異なる面があ

る。

本稿の２事例でも、特栽米を中心にした生

第2図　農協と農業法人との取引関係（概念図） 
農協との取引割合 

時間 

法人化初期 転換期 発展期 

資料　著者作成 
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産と自らの販路確保への指向がみられる。し

かし、生産量の拡大と販路の確保・有利販売

を同時に達成するのは容易ではない。特に法

人化の初期段階では代金回収等の負担も含め

販路確保は経営発展の大きなハードルとなる

ことが多い。また、経営規模が拡大した段階

では、荷捌きの点から販売チャネルを多様化

しリスク分散を図るインセンティブは当然は

たらくといえよう。

こうした法人の現実的ニーズに対して、本

稿事例の「全量系統出荷と買戻し」や「共同

計算外での部分系統出荷」などの取組みは、

法人にとってメリットがあるだけでなく、農

協にとっても顧客開拓やロット確保、法人と

のその他取引の維持等、さまざまなメリット

があるものといえよう。

（３）営農

稲作の営農技術については、法人の方が農

協より進んでおり、また新しい情報について

も商系等の方が農協より早く提供しているの

が現実であろう。

一方、稲作専業で経営発展を目指してきた

法人にとって、米価下落が長期化する中では

規模拡大が必ずしも有効な戦略ではなくなり

つつある。経営安定のためには、水稲依存度

を下げ収益性の高い代替的作目の導入ニーズ

は高まっているといえよう。

A、B法人とも米以外の作目への関心があ

るが、水田単作地帯で冬場の降雪という条件

の下で思うように進んでいない実情がある。

また、人材面のネックもあり、例えばA

法人は「確実に利益を上げる園芸作物が欲し

いが、技術面での専門者がいない」としてい

る。農協系統が全国レベルで人材のマッチン

グ等を通じ新規作物の提案が可能なら、法人

に対する有効なアプローチとなろう。

（４）融資

現状、A、B法人とも農協をメインの金融

機関として利用しているが、それは金融機関

としての力量を評価してというよりは、政策

金融の窓口としての役割が大きいとみられる。

両法人とも、農協の金融機能は専門性が低い

との認識が共通にある。

また、法人の初期段階では資金繰りの問題

が大きく、経営診断と組み合わせた融資が法

人との取引強化の大きな武器になり、また不

良債権化を防ぐ有効策でもあるのに、なぜ農

協は取り組まないのかという指摘があった。

他方、民間金融機関からすると、A、B法

人とも地場の「優良企業」であり、情報提供

や顧客紹介などをプラスした積極的な融資ア

プローチを受けている。さらに、農業政策も

大規模経営体には直接供与する傾向が強まっ

ており、法人向けの農協金融の機能強化が早

急に必要となっているといえよう。

以上、２つの稲作専業型法人を事例に、法

人と農協との関係について考察してきた。

両者の関係は、一義的には法人経営者の考

え方と農協の対応の二者関係で決まるといえ

ようが、その背後には地域農業の状況、産地

の規模・力量、大消費地との距離等、きわめ

て複雑な要因が影響を与えている。また、作

目による違いも大きいと考えられる。

法人と農協の関係をある程度類型化するに

は、事例をより豊富化するとともに、こうし

た具体的な要因の検討が必要であり、今後の

課題としたい。

（室屋有宏）




